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（2）（3）

　
平
成
28
年
３
月
定
例
会
は
、
２
月
22
日
か
ら
３
月
18
日
ま
で
の
26
日
間
の
会
期
で

開
か
れ
ま
し
た
。

　
市
長
か
ら
新
年
度
の
施
政
方
針
が
述
べ
ら
れ
、
平
成
28
年
度
一
般
会
計
予
算
、
特

別
会
計
予
算
及
び
水
道
事
業
会
計
予
算
を
始
め
、
各
補
正
予
算
、
国
民
健
康
保
険
の

賦
課
方
式
の
条
例
改
正
な
ど
議
案
38
件
、
諮
問
２
件
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

　
審
議
の
結
果
、
い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
、
可
決
、
同
意
さ
れ
ま
し
た
。

平成28年度主な歳入

市
税
は
前
年
度
比
0.2
％
減
の
61
億
3517
万
円

　
　
基
金
繰
入
48
％
増
の
11
億
8
千
万
円

　
　
　
　
市
債
9.6
％
増
17
億
2
千
万
円
で
編
成

市
税
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前
年
度
比
0.2
％
減
の
61
億
3517
万
円

　
　
基
金
繰
入
48
％
増
の
11
億
8
千
万
円

　
　
　
　
市
債
9.6
％
増
17
億
2
千
万
円
で
編
成

平成28年度平成28年度 予算賛成多数で成立予算賛成多数で成立
一般会計 169億5千万円

前年度比　4 . 6％増

歳入予算額構成比歳出款別予算額構成比

区　　　分

市　　　税 6,135,170

地方交付税 2,130,000

国庫支出金 2,983,569

繰　入　金 1,179,383

市　　　債 1,715,400

36.2

12.6

17.6

7.0

10.1

△0.2

3.9

1.8

48.0

9.6

前年度比予算額 構成比

　(単位：千円　％）

歳 入
予算額構成比（一般会計）歳 出

　
地
方
の
景
気
回
復
の
実
感
は
、

い
ま
だ
感
じ
ら
れ
ず
、
主
な
自
主

財
源
で
あ
る
市
税
は
、
前
年
度
比

0.2
％
減
で
あ
り
ま
す
が
、
特
に
個
人
市

民
税
は
3.2
％
の
大
き
な
減
少
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
ま
た
、
財
政
調
整
基
金
、
公
共
施
設

整
備
基
金
、
子
育
て
応
援
基
金
な
ど
の

基
金
を
取
り
崩
し
、
保
育
所
の
建
設
や

幸
手
小
の
大
規
模
改
修
な
ど
を
始
め
、

事
業
や
運
営
の
た
め
繰
入
れ
ま
し
た
。

　
更
に
、
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
減
額

さ
れ
た
も
の
の
、
事
業
の
た
め
の
財
源

と
し
て
市
債
が
前
年
度
比
9.6
％
増
額
さ

れ
て
お
り
ま
す
。

　
公
明
党
　
小
林
　
啓
子
議
員

　
市
内
全
小
・
中
学
校
に
エ
ア
コ
ン
設

置
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
会

議
お
よ
び
、
長
年
提
案
を
し
て
き
た
セ

カ
ン
ド
ブ
ッ
ク
事
業
（
小
学
校
１
年
生

に
な
る
児
童
に
図
書
を
送
る
）
が
予
算

計
上
さ
れ
た
の
で
賛
成
の
意
を
表
す
。

平成28年度主な事業

事　業　名 予　算　額

第 ２ 保 育 所 の 新 築 移 転 工 事

古 川 橋 の 架 替 工 事

圏 央 道 関 連 事 業 の 負 担 金

駅橋上化及び自由通路整備工事の負担金

幸 手 小 学 校 校 舎 大 規 模 改 修 工 事

446,892

380,584

440,000

370,911

339,974

　
改
革
　
小
河
原
　
浩
和
議
員

　
市
民
が
要
望
す
る
、
駅
舎
橋
上
化
事

業
や
教
育
・
子
育
て
支
援
策
に
、
計
画

的
か
つ
強
力
な
予
算
編
成
で
あ
り
、
高

く
評
価
す
る
。
渡
辺
市
長
の
目
指
す
、

「
オ
ー
ル
幸
手
」
に
よ
る
元
気
・
安
心

・
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
に
全
力
で
取
り

組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
。

　
無
所
属
　
宮
杉
　
勝
男
議
員

　
公
園
の
指
定
管
理
業
務
の
継
続
に
関

し
て
心
情
的
に
は
反
対
で
す
が
、
市
が

契
約
に
基
づ
き
処
分
を
履
行
し
て
い
る

段
階
で
、
私
は
、
も
し
議
会
が
否
決
し

契
約
を
打
切
っ
た
場
合
、
裁
判
に
な
れ

ば
負
け
は
明
ら
か
で
あ
る
為
、
無
責
任

に
反
対
は
で
き
な
い
。

　
自
民
ク
ラ
ブ
　
木
村
　
治
夫
議
員

　
歳
入
全
体
の
市
税
が
0.2
％
減
で
あ
る

が
、
財
政
健
全
化
を
図
り
、
適
切
に
管

理
し
て
い
た
だ
く
こ
と
、
ま
た
、
第
５

次
市
総
振
基
本
計
画
に
基
づ
き
国
・
県

の
地
方
創
生
総
合
戦
略
を
最
大
限
活
用

し
、
市
の
発
展
を
望
み
賛
成
と
す
る
。

　
　
　

　
無
所
属
　
武
藤
　
壽
男
議
員

　
歳
入
は
、
主
な
財
源
で
あ
る
市
税
0.2

％
減
の
61
億
４
千
万
円
、
地
方
交
付
税

21
億
3
千
万
円
と
厳
し
く
、
基
金
の
取

崩
し
11
億
８
千
万
円
、
市
債
17
億
２
千

万
円
に
よ
っ
て
賄
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
は
、
民
生
費
が
増
高
し
て
い
ま

す
が
、
古
川
橋
の
架
け
替
え
や
幸
手
小

の
大
規
模
改
修
は
必
要
な
事
業
で
す
。

　
し
か
し
、
都
市
公
園
指
定
管
理
業
務

で
は
、
業
務
日
誌
、
施
工
写
真
も
な
く

協
定
書
ど
お
り
実
施
さ
れ
ず
、
市
の
監

理
監
督
責
任
と
管
理
者
の
能
力
が
疑
問

視
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
駅
舎
は
民

間
業
務
施
設
で
、
国
庫
補
助
金
55
％
の

交
付
は
厳
し
く
、
約
市
債
残
高
1
4
0

億
円
、
債
務
負
担
行
為
60
億
円
を
超
え

る
な
ど
前
回
の
財
政
危
機
を
上
回
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
、
反
対
を
い
た
し
ま
す
。

　
こ
の
ほ
か
、
先
進
　
中
村
孝
子
議
員

が
、
駅
舎
事
業
が
区
画
整
理
事
業
に
お

よ
ぼ
す
財
政
的
影
響
を
危
惧
し
反
対
。

日
本
共
産
党
　
大
平
泰
二
議
員
が
、
駅

舎
建
設
一
般
財
源
負
担
増
を
指
摘
し
、

反
対
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

歳 入

反
対
討
論

賛
成
討
論

民生費
39.6％
民生費
39.6％

土木費
15.4％
土木費
15.4％

総務費
10.7％
総務費
10.7％

衛生費
7.2％
衛生費
7.2％

教育費
11.0％
教育費
11.0％

公債費
7.0％
公債費
7.0％

消防費
5.5％
消防費
5.5％

その他
3.6％
その他
3.6％

市税
36.2％
市税
36.2％

国県支出金
23.0％
国県支出金
23.0％

地方交付税
12.6％
地方交付税
12.6％

その他
自主財源
12.0％

その他
自主財源
12.0％

市債
10.1％
市債
10.1％

その他依存財源
6.1％

その他依存財源
6.1％ 自主財源合計

48.2％

依存財源合計
51.8％

　(単位：千円）
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その他
自主財源
12.0％

その他
自主財源
12.0％

市債
10.1％
市債
10.1％

その他依存財源
6.1％

その他依存財源
6.1％ 自主財源合計

48.2％

依存財源合計
51.8％

　(単位：千円）



こんな審議がされましたこんな審議がされましたこんな審議がされましたこんな審議がされましたこんな審議がされました

（4）（5）

度
が
４
件
、
平
成
25
年
度
が
５
件
、
平

成
24
年
度
が
５
件
、
平
成
23
年
度
が
0

件
、
平
成
22
年
度
が
１
件
で
あ
る
。

問
　
年
金
生
活
者
等
支
援
臨
時
福
祉
給

付
金
給
付
事
業
の
繰
越
明
許
の
理
由
は
。

答
　
今
回
、
国
の
補
正
予
算
で
追
加
に

な
っ
た
国
庫
支
出
金
で
、
こ
れ
か
ら
事

務
執
行
す
る
と
、
支
給
が
翌
年
度
に
な

る
。
こ
れ
は
、
10
分
の
10
が
国
か
ら
財

源
が
来
る
形
に
な
っ
て
い
て
、
全
額
繰

越
明
許
の
設
定
を
す
る
も
の
で
あ
る
。

問
　
平
成
27
年
度
末
で
財
政
調
整
基
金

の
合
計
は
ど
の
位
か
。

答
　
第
７
号
補
正
が
可
決
さ
れ
た
場
合

の
財
政
調
整
基
金
の
平
成
27
年
度
末
の

残
高
は
、
15
億
4
3
0
9
万
4
千
円
に

な
る
。

問
　
固
定
資
産
評
価
審
査
以
外
に
想
定

さ
れ
る
事
例
や
今
ま
で
の
例
は
。

答
　
今
回
は
、
行
政
庁
の
処
分
ま
た
は

公
権
力
の
行
使
に
当
た
る
行
為
が
不
服

申
し
立
て
に
当
た
り
、
そ
の
制
度
が
大

き
く
変
わ
っ
た
。
今
ま
で
は
、
差
し
押

さ
え
等
の
処
分
に
対
す
る
不
服
申
し
立

て
が
一
番
多
か
っ
た
事
例
で
あ
る
。
そ

の
他
、
許
可
や
認
可
、
不
認
可
な
ど
、

か
な
り
広
範
囲
で
、
条
例
に
基
づ
く
処

分
や
、
法
令
に
基
づ
く
処
分
に
つ
い
て

も
、
基
本
的
に
市
部
局
で
言
え
ば
市
長

が
処
分
権
者
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は

対
象
に
な
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　
ま
た
、
教
育
委
員
会
等
の
委
員
会
も

行
政
庁
が
す
る
処
分
に
つ
い
て
は
全
て

不
服
申
し
立
て
の
対
象
と
い
う
こ
と
で

あ
る
。

問
　
年
間
ど
の
位
の
審
査
数
が
あ
っ
た

の
か
。

答
　
平
成
27
年
度
が
４
件
、
平
成
26
年

問
　
市
税
の
法
人
税
の
減
額
予
算
を
立

て
た
理
由
は
。

答
　
昨
今
、
も
と
と
な
る
法
人
税
額
の

税
率
が
、
国
の
ほ
う
で
も
下
げ
て
き
て

い
る
。
４
月
か
ら
、
税
額
が
平
均
で
1.6

%
下
が
る
こ
と
に
よ
る
減
額
が
理
由
で

あ
る
。

問
　
市
税
総
額
が
減
少
し
た
要
因
は
。

答
　
市
民
税
が
一
番
大
き
く
減
額
し
て

い
る
が
、
個
人
の
市
民
税
に
当
た
っ
て

は
、
納
税
義
務
者
数
の
減
が
大
き
な
要

因
か
と
思
わ
れ
る
。

　
ま
た
、
法
人
に
つ
い
て
は
、
国
税
で

あ
る
法
人
税
額
が
、
法
人
市
民
税
を
計

算
す
る
に
当
た
り
、
基
礎
と
な
る
と
こ

ろ
だ
が
、
法
人
税
額
も
、
法
人
税
の
実

行
税
率
を
下
げ
て
い
る
の
で
、
そ
れ
に

よ
る
影
響
が
大
き
い
。

　
ま
た
、
市
の
た
ば
こ
税
も
下
が
っ
て

い
る
が
、
こ
ち
ら
に
つ
い
て
は
健
康
志

向
が
増
え
て
き
て
、
た
ば
こ
を
吸
う
方

が
少
な
く
な
っ
て
き
て
い
る
状
況
で
あ

る
と
考
え
る
。

問
　
基
金
繰
入
金
の
増
加
の
要
因
は
。

答
　
主
な
要
因
と
し
て
は
、
保
育
所
の

建
て
替
え
で
子
育
て
基
金
を
取
り
崩
し

て
い
る
と
い
う
の
が
大
き
な
要
因
で
あ

る
。
財
政
調
整
基
金
に
つ
い
て
は
、
平

成
27
年
度
は
４
億
3
5
0
0
万
円
に
対

し
て
、
平
成
28
年
度
は
７
億
5
千
万
円

と
増
え
て
い
る
状
況
だ
が
、
平
成
28
年

度
は
投
資
的
経
費
に
係
る
部
分
の
予
算

額
も
増
え
て
い
る
の
で
、
必
然
的
に
財

政
調
整
基
金
の
取
り
崩
し
額
も
増
え
て

い
る
状
況
で
あ
る
。

　
　
　
　
　
　
　
　                        

問
　
地
方
消
費
税
交
付
金
は
。
　
　
　

答
　
社
会
保
障
費
と
一
般
分
共
に
11
％

の
伸
び
を
見
て
い
る
。

問
　
雑
入
3
1
3
3
万
1
千
円
の
減
額

理
由
は
。

答
　
平
成
27
年
度
に
、
幸
手
中
央
地
区

産
業
団
地
整
備
事
業
事
務
費
負
担
金
と

い
う
こ
と
で
、
産
業
団
地
の
整
備
に
あ

た
り
、
幸
手
市
に
、
県
の
企
業
局
か
ら

こ
の
負
担
金
3
千
万
円
ほ
ど
入
っ
て
い

た
の
で
、
そ
ち
ら
の
ほ
う
が
全
て
平
成

28
年
度
は
計
上
さ
れ
て
い
な
い
。

　
国
民
健
康
保
険
税
の
課
税
額
の
限
度

額
、
賦
課
方
式
お
よ
び
税
率
等
の
改
正

並
び
に
地
方
税
法
一
部
改
正
に
伴
う
改

正
を
し
ま
す
。

　
幸
手
市
国
民
健
康
保
険
条
例
改
正
に

伴
い
、
出
産
の
促
進
お
よ
び
負
担
軽
減

が
図
ら
れ
ま
す
。

　
　現
行

　42
万
円

　
　
　
　
　←

　
　改
正

　50
万
円

　
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
に
係
る

学
童
保
育
施
設
の
名
称
の
変
更
で
す
。

【
改
正
後
】

　
ア
　
風
の
子
児
童
ク
ラ
ブ

　
イ
　
に
じ
い
ろ
児
童
ク
ラ
ブ

　
ウ
　
た
ん
ぽ
ぽ
児
童
ク
ラ
ブ

　
エ
　
お
お
ぞ
ら
児
童
ク
ラ
ブ

　
オ
　
た
け
の
こ
児
童
ク
ラ
ブ

　
カ
　
ひ
ま
わ
り
児
童
ク
ラ
ブ

　
キ
　
た
い
よ
う
児
童
ク
ラ
ブ

会　　計　　名 予　算　額
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
介 護 保 険 特 別 会 計
農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計
幸手駅西口土地区画整理事業特別会計
合 　 　 　 　 　 　 計

▼特別会計
　特定の収入を特定の目的のために使う場合など、一般
会計と経理を区別するために設置する会計

現行（平成27年）

改正（平成28年）

▼企業会計
　特別会計のうち、独立採算でサービスを行う企業
的性格の強い会計

※資本的収支の収入と支出の差額については、内部留保資金など
により補てんされます。

 78億 3,747万6千円
 5億 466万9千円
 37億 9,341万8千円
  2,989万4千円
 10億 488万1千円
 3億 3,452万2千円
 135億 486万円  　

会計名・科目名 予　算　額
11億5,115万2千円

 10億8,598万6千円
416万3千円

3億6,911万7千円
 14億5,510万3千円

収益的
収　支

収　入
支　出

資本的
収　支

収　入
支　出

支出合計

水
道
事
業
会
計

人
事
案
件

人
権
擁
護
委
員

人
権
擁
護
委
員

岡

　
　悦
子

　氏

石
井

　和
子

　氏

を
推
薦
す
る
こ
と
に
同
意
し
ま
し
た
。

権現堂川小学校
さいかち児童クラブ

さくら小学校
さくら児童クラブ

問答

問答問問 答

問答

問答問答

答答 問答 問

出
産
育
児
一
時
金
支
給
額

引
き
上
げ
可
決

出
産
育
児
一
時
金
支
給
額

引
き
上
げ
可
決

幸
手
市
学
童
保
育
室
設
置
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
可
決

幸
手
市
学
童
保
育
室
設
置
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
可
決

行
政
不
服
審
査
法
の
施
行
に

伴
う
関
係
条
例
の
整
備
に
関

す
る
条
例
　（
議
案
第
12
号
）

平
成
27
年
度
幸
手
市
一
般
会

計
補
正
予
算
　
　（
第
７
号
）

　
　
　
　
　（
議
案
第
25
号
）

平
成
28
年
度
幸
手
市
一
般
会

計
予
算
　
　（
議
案
第
31
号
）

総
務
常
任
委
員
会

幸
手
市
国
民
健
康
保
険
税

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
可
決

幸
手
市
国
民
健
康
保
険
税

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
可
決

特別会計可決特別会計可決

国民健康保険税の賦課方式の改正国民健康保険税の賦課方式の改正

2方式を採用する他市とのモデル試算額の状況2方式を採用する他市とのモデル試算額の状況

4方式（所得割額＋資産割額＋被保険者均等割額＋世帯別平等割額）4方式（所得割額＋資産割額＋被保険者均等割額＋世帯別平等割額）

２方式（所得割額＋被保険者均等割額）２方式（所得割額＋被保険者均等割額）

149億5,996万3千円（ ）2 . 3 ％ 減
前年度比

加
入
世
帯
９
３
０
７
世
帯
中

98
％
の
世
帯
は
引
き
下
げ
、

2
％
の
世
帯
は
引
き
上
げ

４
月
よ
り

２
施
設
開
設

と
な
り
ま
す
。

423,300円
414,700円
430,200円
401,900円
384,900円
377,600円

春日部市
越谷市
久喜市
吉川市

幸手市
　改正前

　　　　改正後

モデル世帯 ４人世帯
世帯構成 夫40歳・妻39歳
 子ども２人
給与収入（年額） 400万円
固定資産 なし

183,500円
172,400円
177,200円
173,400円
188,100円
163,100円

春日部市
越谷市
久喜市
吉川市

幸手市
　改正前

　　　　改正後

モデル世帯 ２人世帯
世帯構成 夫68歳・妻64歳
年金収入（年額） 250万円
固定資産 家屋固定資産税
 ５万円

※幸手市の（改正後）は、２方式税率で試算し、（改正前）は４方式現行税率で試算。
※他市は、平成27年度の税率で試算。


